
5． 付加価値額（従業者 30人以上） 
 

付加価値額は、7,457億円で前年に比べて 1,084億円（12.7%）の減少となった。 

付加価値率は 44.8%で、前年に比べ 1.0ポイントの減少となった。 

1事業所当たりでは 22億円で、前年に比べ 6.8%の減少となり、また、従業者 1人当たりでは 1,478万円で

前年に比べ 7.8%の減少となった。（表－6、表－7） 

  

 (1)  産業中分類別付加価値額 
 

 付加価値額を産業中分類別にみると、鉄鋼が 2,243億円（構成比 30.1%）と最も多く、次いで、化学 1,069

億円（同 14.3%）、電気機械 853 億円（同 11.4%）の順となっている。また、前年と比べてみると、増加し

たのは出版・印刷の 20億円（増減率 2.6%増）、プラスチックの 19億円（同 20.9%増）、精密機械の 15億円

（同 46.4%増）、輸送機械の 2千万円（増減率 0.4%増）の 4業種が増加し、一方、減少したのは鉄鋼の 487

億円（同 17.8%減）、窯業・土石の 160億円（同 27.6%減）、一般機械の 125億円（同 13.9%減）など 14業

種が減少している。 

 従業者 1人あたりでは、化学が 2,463万円で最も多く、次いで、鉄鋼が 2,427万円、出版・印刷が 1,686

万円の順となっている。 

    

(2) 従業者規模別付加価値額 
 

 付加価値額を従業者規模別にみると、1,000人以上規模事業所が 2,160億円（構成比 29.0%）で最も多く、

次いで、500～999 人規模の 2,120 億円（同 28.4%）、50～99 人規模の 1,050 億円（同 14.1%）、300～499

人規模の 724 億円（同 9.7%）の順となっている。これを前年と比べてみると、増加したのは従業者規模が

50～99人規模の 141億円（増加率 15.5%増）、300～499人規模の 51億円（同 7.5%増）の 2規模であり、

一方減少したのは、100～199 人規模の 4,65 億円（同 41.6%減）、1,000 人以上規模の 444 億円（同 17.0%

減）、500～999人規模の 129億円（同 5.7%減）、200～299人規模の 124億円（同 24.4%減）、30～49人規

模の 114億円（同 23.7%減）である。 

 従業者 1人当たりでは、500～999人規模が 3,479万円で最も大きく、次いで、1,000人以上規模の 1,481

万円、300～499人規模の 1,293万円の順になっている。 

  

 (3)  行政区別付加価値額 
 

 付加価値額を行政区別にみると、小倉北区が 1,851億円（構成比 24.8%）と最も多く、次いで、戸畑区 1,514

億円（同 20.3%）、八幡西区 1,125億円（同 15.1%）、八幡東区 956億円（同 12.8%）、若松区 733億円（同

9.8%）、門司区 669 億円（同 9.0%）、小倉南区 609 億円（同 8.2%）の順になっている。これを前年と比べ

てみると、全ての区で減少しており、戸畑区 385億円（増減率 20.3%減）、八幡東区 260億円（同 21.4%減）、

小倉北区 244億円（同 11.6%減）、若松区 118億円（同 13.9%減）、門司区 47億円（同 6.6%減）、小倉南区

24億円（同 3.9%減）、八幡西区 5億円（同 0.5%減）となっている。  

   

   



 

表－6 年次別付加価値額（従業者 30人以上の事業所） 

   

 

   

表－7 産業中分類・従業者規模・行政区別付加価値額（従業者 30人以上の事業所） 

   （単位：金額万円）   

   


